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第１ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 1 ― 1 ― ― ― 2 ―

所有株式数
(単元)

― 10,000 ― 511,696 ― ― ― 521,696 ―

所有株式数
の割合(％)

― 　1.92 ― 98.08 ― ― ― 100 ―
 

 

(2) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

預金保険機構 東京都中央区有楽町一丁目12番１号 511,696 98.08

農林中央金庫 東京都中央区有楽町一丁目13番２号 10,000 1.92

計 ― 521,696 100.00
 

　
 

２ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 － 今井　信義 昭和24年12月4日生

昭和47年4月 ㈱千葉銀行入行

(注)3 －

平成16年6月 同行代表取締役専務執行役員

平成20年6月 中央証券㈱（現：ちばぎん証券

㈱）代表取締役社長

平成22年6月 同社代表取締役会長

平成24年6月 ㈱企業再生支援機構（現：㈱地

域経済活性化支援機構）代表取

締役専務

平成28年6月 同社代表取締役社長（現在に至

る）

代表取締役専務 － 林　謙治 昭和23年12月16日生

昭和46年4月 ㈱福岡銀行入行

(注)3 －

平成17年6月 同行常任監査役

平成20年6月 ㈱熊本銀行代表取締役専務執行

役員

平成22年4月 同行代表取締役頭取

平成22年6月 ㈱ふくおかフィナンシャルグ

ループ取締役執行役員

平成26年4月 ㈱熊本銀行顧問

平成26年6月 ㈱地域経済活性化支援機構常務

取締役

平成28年6月 同社代表取締役専務（現在に至

る）
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常務取締役 － 河野　一郎 昭和38年１月28日生

昭和60年4月

平成14年6月

 
 

平成16年7月

 
 

平成23年8月

平成26年7月

 
平成27年7月

平成28年6月

 

大蔵省入省

財務省大臣官房付(兼)内閣府本

府産業再生機構設立準備室企画

官

財務省理財局財政投融資総括課

財政投融資企画官(兼)資金企画

室長

金融庁検査局総務課長

金融庁証券取引等監視委員会事

務局次長

財務省東北財務局長

㈱地域経済活性化支援機構常務

取締役(現在に至る)

(注)3 －

常務取締役 － 藤野　琢巳 昭和39年９月28日生

昭和62年4月

平成9年4月

 
平成13年1月

 
平成17年12月

平成22年7月

平成25年7月

 
平成27年4月

平成28年6月

 

通商産業省入省

外務省欧州連合日本政府代表部

一等書記官

中小企業庁長官官房政策調整課

課長補佐(企画調整担当)

内閣法制局第四部参事官

中小企業庁経営支援部商業課長

貿易経済協力局通商金融・経済

協力課長(政策調整官)

岐阜県副知事

㈱地域経済活性化支援機構常務

取締役(現在に至る)

(注)3 －

常務取締役 － 三森　仁 昭和41年１月22日生

平成5年4月

 
平成21年5月

平成22年11月

 
平成25年4月

 
平成25年7月

 
 

平成27年6月

 
平成28年12月

弁護士登録、あさひ法律事務所

入所

事業再生研究機構理事

全国倒産処置弁護士ネットワー

ク理事(現在に至る)

第二東京弁護士会倒産法研究会

代表幹事

事業再生実務家協会理事(現在に

至る)

㈱地域経済活性化支援機構常務

取締役(現在に至る)

事業再生研究機構専務理事(現在

に至る)

(注)3 －

常務取締役 － 渡邊　准 昭和47年１月22日生

平成8年10月

 
平成15年6月

平成20年5月

 
平成21年10月

 
 

平成24年5月

平成25年4月

平成27年8月

 
平成27年8月

監査法人トーマツ(現:有限責任

監査法人トーマツ)入所

㈱産業再生機構入社

あずさ監査法人(現:有限責任あ

ずさ監査法人)パートナー

㈱企業再生支援機構（現：㈱地

域経済活性化支援機構）マネー

ジング・ディレクター

同社執行役員

同社常務取締役(現在に至る)

㈱日本人材機構取締役(現在に至

る)

ＲＥＶＩＣパートナーズ㈱取締

役(現在に至る)

(注)3 －
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取締役 － 松嶋　英機 昭和18年4月19日生

昭和46年3月

昭和51年3月

 
平成14年3月

平成15年4月

平成16年1月

 
 

平成24年2月

 
平成25年4月

 
 
 

平成26年1月

弁護士登録

松嶋法律事務所（後のときわ総

合法律事務所）設立

事業再生研究機構理事

事業再生実務家協会代表理事

西村ときわ法律事務所（現：西

村あさひ法律事務所）代表パー

トナー

㈱東日本大震災事業者再生支援

機構社外取締役

㈱地域経済活性化支援機構社外

取締役・地域経済活性化支援委

員長（現在に至る）

西村あさひ法律事務所パート

ナー（現在に至る）

(注)3 －

取締役 － 伊藤　眞 昭和20年2月14日生

昭和43年4月

昭和60年4月

平成5年4月

 
平成19年4月

 
平成19年4月

 
平成19年6月

平成19年7月

平成25年4月

 
 

東京大学法学部助手

一橋大学法学部教授

東京大学大学院法学政治学研究

科教授

早稲田大学大学院法務研究科教

授

長島・大野・常松法律事務所顧

問（現在に至る）

東京大学名誉教授

弁護士登録

㈱地域経済活性化支援機構社外

取締役・地域経済活性化支援委

員（現在に至る）

(注)3 －

取締役 － 中村　利雄 昭和21年7月22日生

昭和45年4月

平成12年6月

平成15年10月

 
平成19年11月

 
平成21年10月

 
 
 
 

平成23年6月

 
平成27年12月

 
平成28年3月

 
平成28年5月

 
平成28年6月

 

通商産業省入省

同省中小企業庁長官

(財)2005年日本国際博覧会協会

事務総長

日本商工会議所・東京商工会議

所専務理事

㈱企業再生支援機構（現：㈱地

域経済活性化支援機構）社外取

締役・企業再生支援委員（現：

地域経済活性化支援委員）（現

在に至る）

日本ガイシ㈱社外取締役(現在に

至る)

日本商工会議所・東京商工会議

所顧問(現在に至る)

(公財)全国中小企業取引振興協

会会長(現在に至る)

㈱アオキスーパー社外取締役(現

在に至る)

ＳＭＫ㈱社外取締役(現在に至

る)

(注)3 －
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取締役 － 西川　久仁子 昭和37年7月9日生

昭和61年4月

 
平成12年4月

 
 

平成12年9月

 
平成22年8月

 
 

平成25年4月

 
 

平成25年6月

平成27年6月

 
平成29年5月

 

シティバンクN.A.東京支店金融

法人部入社

A.T.カーニー㈱東京支店入社

Director of Intellectual

Capital（知的財産管理）

㈱スーパーナース代表取締役社

長

㈱ファーストスター・ヘルスケ

ア代表取締役社長（現在に至

る）

㈱地域経済活性化支援機構社外

取締役・地域経済活性化支援委

員（現在に至る）

㈱ベネッセMCM代表取締役社長

オムロン㈱社外取締役(現在に至

る)

㈱ FRONTEOヘルスケア代表取締

役社長(現在に至る)

(注)3 －

取締役 － 樋渡　啓祐 昭和44年11月18日生

平成5年4月

平成17年12月

平成18年4月

平成19年4月

平成27年2月

 
平成27年6月

 
 

平成29年1月

 
平成29年4月

 

総務庁入庁

総務省大臣官房秘書課課長補佐

佐賀県武雄市長

関西大学客員教授

樋渡社中㈱代表取締役(現在に至

る)

㈱地域経済活性化支援機構社外

取締役・地域経済活性化支援委

員（現在に至る）

ホワイトテクノロジー㈱代表取

締役(現在に至る)

関西学院大学国内客員教授(現在

に至る)

(注)3 －

監査役 － 太田　順司 昭和23年2月21日生

昭和46年4月

平成17年4月

平成20年6月

平成23年5月

平成24年6月

 
 

平成24年6月

 
 

平成26年6月

平成26年11月

新日本製鐵㈱入社

同社常務取締役

同社常任監査役

(公社)日本監査役協会会長

新日鉄エンジニアリング㈱

（現：新日鉄住金エンジニアリ

ング㈱）社外監査役

㈱企業再生支援機構（現：㈱地

域経済活性化支援機構）社外監

査役（現在に至る）

新日鐵住金㈱顧問

(公社)日本監査役協会最高顧問

(注)4 －

監査役 － 山崎　彰三 昭和23年９月12日生

昭和45年11月

 
昭和49年9月

平成3年7月

 
平成22年7月

平成25年7月

 
平成27年2月

 
平成27年6月

 
平成29年6月

 
平成29年6月

 

等松・青木監査法人(現:有限責

任監査法人トーマツ)入社

公認会計士登録

監査法人トーマツ(現:有限責任

監査法人トーマツ)代表社員就任

日本公認会計士協会会長

日本公認会計士協会相談役(現在

に至る）

東北大学ベンチャーパートナー

ズ㈱社外監査役（現在に至る）

㈱地域経済活性化支援機構社外

監査役（現在に至る）

㈱荏原製作所社外取締役（現在

に至る）

㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ社外取締役（現在に至

る）

(注)5 －
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監査役 － 西原　浩一郎 昭和28年８月25日生

昭和51年4月

平成12年9月

 
平成20年9月

 
平成20年10月

平成26年3月

 
平成26年9月

 
平成26年9月

 
 

平成27年6月

 

日産自動車㈱入社

全日産・一般業種労働組合連合

会(日産労連)会長

全日本自動車産業労働組合総連

合会(自動車総連)会長

日本労働組合総連合会副会長

連帯社会研究交流センター運営

委員長(現在に至る)

全日本金属産業労働組合協議会

(JCM)顧問(現在に至る)

全日本自動車産業労働組合総連

合会(自動車総連)顧問(現在に至

る)

㈱地域経済活性化支援機構社外

監査役（現在に至る）

(注)5 －

計 －
 

（注）　1　松嶋英機、伊藤眞、中村利雄、西川久仁子、樋渡啓祐の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。

  2　太田順司、山崎彰三、西原浩一郎の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

  3　平成30年３月期に係る定時株主総会の終結まで。

  4　平成32年３月期に係る定時株主総会の終結まで。

  5　平成31年３月期に係る定時株主総会の終結まで。
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第２ 【会社法の規定に基づく計算書類等】

１ 【貸借対照表】

会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２ 【損益計算書】

会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３ 【株主資本等変動計算書】

会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４ 【個別注記表】

会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５ 【事業報告】

会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６ 【附属明細書】

会社法の規定に基づく附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。
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